
ぎふ歴史遺産活用推進協議会規約
平成27年5月20日　決定

平成28年5月18日　改正
令和2年4月1日　改正
令和3年5月25日　改正
令和4年5月25日　改正
（名称）　

第1条　本会は、ぎふ歴史遺産活用推進協議会（以下「協議会」という。）と称する。

（事務所）

第2条　協議会は、主たる事務所を岐阜市に置く。

（目的）

第3条　協議会は、日本遺産として認定された「信長公のおもてなしが息づく戦国城下町・岐阜」及び「岐阜市文化財保存活用地域計画」のストーリーと構成文化財の保存・活用を行い、地域の活性化を図ることを目的とする。

（事業）

第4条　協議会は、次に掲げる事業を行う。

　(1)　岐阜市の日本遺産を通じた地域活性化計画に沿った事業計画の策定及び実施

　(2)　前号に掲げるもののほか、前条に規定する目的を達成するために必要な事業
（組織）

第5条　協議会は、第3条の目的に賛同する自治体、経済団体、文化・観光関連団体等（以下「団体等」という。）をもって構成し、その団体等に所属する者をもって委員とする。
2　団体等が新たに協議会に加盟しようとするときは、協議会の承認を得なければならない。
3　協議会を構成する団体等が協議会を退会しようとするときは、協議会の承認を得な
ければならない。　
（役員）

第6条　協議会に、次の役員を置く。
　(1)　会長　　1人
　(2)　副会長
　1人

　(3)　監事　　1人

2　役員は、委員の中から選任する。
（役員の職務）

第7条　会長は、協議会の会務を総理し、協議会を代表する。

2　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

3　監事は、協議会の会計を監査する。

（役員の任期）

第8条　役員の任期は1年とする。ただし、再任を妨げない。
2　任期途中で役員が退任した時、後任の役員の任期は、前任者の残任期間とする。
（総会）

第9条　協議会の総会は、会長が招集し、その議長となる。

2　協議会の総会は、次に掲げる事項を審議し、及び議決する。

　(1)　役員の選任に関すること。

(2)　事業計画の策定に関すること。

　(3)　予算及び決算に関すること。
　(4)　規約の制定及び改廃に関すること。

　(5)　協議会への加盟に関すること。

　(6)　前各号までに掲げるもののほか、会長が必要と認めた事項

3　協議会の総会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。

4　協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

5　やむを得ない理由により総会に出席できない委員は、あらかじめ通知を受けた事項について、書面をもって表決し、又は団体等に所属する者に代理出席させることができる。この場合において、第3項及び前項の適用については総会に出席したものとみなす。

6　総会の議事については、議事録を作成するものとする。

7　議長は、特に必要があると認めるときは、総会に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。
（会長の専決処分）

第10条　会長は、協議会の総会を招集する暇がないと認めるときは、前条第2項各号に掲げる事項について専決処分することができる。

2　会長は、前項の規定により専決処分したときは、これを総会に報告し、その同意を求めなければならない。
（ワーキンググループ）
第11条　第4条に規定する事業を遂行する上で必要な調査、検討その他の事務を行うため、協議会にワーキンググループを置くことができる。
2　ワーキンググループに関し必要な事項は、別に定める。
（事務局）

第12条　協議会の事務を処理するため、事務局をぎふ魅力づくり推進部文化財保護課に置く。

2　事務局長は、ぎふ魅力づくり推進部文化財保護課長をもって充てる。

3　前2項に掲げるもののほか、事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。

（会計）

第13条　協議会の経費は、負担金、補助金及びその他の収入をもって充てる。

2　協議会の会計年度は、毎年4月1日（この規約の施行の日が属する年度においては、当該施行の日）に始まり、翌年3月31日に終わる。
3　会計年度に属すべき出納の整理期間は、当該会計年度の末日の翌日から２か月を経過する日までとする。

4　会計年度末において余剰金が生じた場合は、翌年度に繰り越すことができる。
（名誉会長等）

第14条　協議会に、名誉会長、顧問及びオブザーバー（以下「名誉会長等」という。）を置くことができる。
2　名誉会長は、岐阜市長をもってこれに充てる。
3　顧問及びオブザーバーは、会長が委嘱する。

（解散）

第15条　協議会は、第3条に規定する目的が達成されたとき、総会の議決により解散する。

（残余財産の帰属）

第16条 協議会が解散する場合において有する残余財産については、岐阜市に帰属するものとする。

（雑則）

第17条　この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が別に定める。

　　　附　則

　この規約は、平成27年5月20日から施行する。
　　　附　則

　この規約は、平成28年5月18日から施行する。
　　　附　則

　この規約は、令和2年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規約は、令和3年5月25日から施行する。

附　則
　この規約は、令和4年5月25日から施行する。
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